













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































本物に似せた 1 万円札を千枚作成し、X に渡した。後日、X
は、撮影が終了した後、その紙幣を全部 Y に返却したので、
Y は、それらを焼却処分にした。
　事例 01-1 の場合、先の論者は、通貨偽造罪（刑法 148 条 1 項）につき、











本物に似せた 1 万円札を千枚作成し、X に渡した。ところ
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れないが、Y の行為は X によって一方的に道具のように利用されている
































を友人 Y に見せて自慢したくなり、Y を自宅に呼んで、同
人の前で、さらに 1 万円札を両面複写して、2 枚（合計 3 枚）
の複写 1 万円札を作成した。Y は、X がコピー機を自慢し、
1 万円札を 2 枚両面複写する行為をしているときから、それ
らの複写紙幣を使ってみようと思っていた。そこで、Y は、
X に対し、「その 1 万円札を親に見せて、僕もカラーコピー
機を買って欲しいと頼みたいので、その複写した紙幣を 3 枚
とも僕に譲ってくれないか」と頼んだところ、X はそれら 3
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　なお、本稿は、2015 年 7 月に、中華人民共和国長春市にある吉林大学で開催
された『現代における違法性の変化に関する中国、日本及び韓国の刑法シンポジ
ウム』における私の報告（「日本における結果無価値・行為無価値の議論状況」）
がもとになっているが、それを改題し、加筆・修正したものである。
